別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　　項：農業費　　　目：農業振興費
	事業名:市町村農業委員会補助金（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　農政部　農業振興課　農地利用調整担当　電話番号：058-272-1111（内2667）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11415@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：49,500千円（前年度予算額：85,586千円）

	事業内容


	１　事業の内容


・　農業委員会は、地方自治法及び農業委員会に関する法律の規定に基づき、各市町村に行政機関として設置されている。公職選挙法を準用した選挙によって選ばれた農業委員を中心に構成される合議体の行政委員会である。

・　所掌事務は多岐にわたり、農地法をはじめ農業経営基盤強化促進法、農業振興地域の整備に関する法律等の各種法令業務やその他任意業務を遂行している。

＜農業委員会の業務＞

　　①　法令に基づく必須の業務（農業委員会法第6条第1項）
　　　農地法や農業経営基盤強化促進法などの法律に定められた規定に基づき、農業委員会でなければできない業務。例えば、農地の権利移動に関する許可業務、農地の転用に関する申請書の受理、県知事への送付及び意見書の添付等がある。

　　②　法令に基づく任意の業務（農業委員会法第6条第2項）
　　　この業務は、農業委員会の専属的権限として処理する仕事ではないため、関係者に対して権利を制限したり、義務を課すような法的拘束力はないが、地域農業の振興を図るうえで重要な業務である。例えば、農業生産、農業経営及び農民生活に関する調査研究や、農業及び農民に関する情報提供が挙げられる。

　　③　意見の公表、建議及び諮問に対する答申（農業委員会法第6条第3項）
　　　農業者の公的代表機関としての性格から、地区内の農業及び農業者に関する事項について、意見を公表したり、他の行政庁に建議し、またはその諮問に応じて答申する業務。　

・  平成21年の農地法等の改正により農業委員会の役割が増大したことに伴い、その機能が十分に発揮されるよう平成22年度に国において農地制度実施円滑化事業費補助金が創設された。本事業は、国の交付要綱に基づき、国から交付される同補助金を、下記事業実施農業委員会に交付するものである。
＜補助対象事業＞

（１）農地法に基づく事務の適正実施のための事業

　　　・　農地等の利用関係の調整、農地の利用状況調査等

（２）農地の有効利用を図るための事業

　　　・　農地相談員の設置、農地制度の研修会の開催等
	２　所要経費


　49,500千円
（積算内訳）
　ア　農地等の利用関係の調整　　　　4,500千円
　イ　農地の利用状況調査　　　　　　22,500千円
　ウ　農地等の台帳の調査等　　　　　4,500千円
　エ　農地の権利移動・借賃等調査　　4,500千円

　オ　農地制度に関する相談活動等　　4,500千円

　カ　農業委員・職員等の研修　　　　4,500千円

　キ　農地の有効利用のための活動　　4,500千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

農業従事者の減少に対応するために
	２　これまでの取組状況


　国より交付された農地制度実施円滑化事業費補助金を、県内38市町村に交付した。(H22実績)
	３　これまでの取組に対する評価


　農地法関係事務（農地の権利移動、転用他）等各種法令業務や農地の集積等に係る任意業務を担当する農業委員会の事務運営の遂行・円滑化に資することができた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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負担金
	使用料
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